大阪府条例第　　　号

職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例

　職員の旅費に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十七号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	目次

第一章　（略）

第二章　内国旅行の旅費（第十三条―第二十五
条）

第三章　外国旅行の旅費（第二十六条―第四十

二条）

第四章　雑則（第四十三条―第四十五条）

附則

（旅費の支給）

第三条　（略）

２　（略）

一―六　（略）

七　外国在勤の職員の配偶者が、当該職員の在

勤地において死亡し、又は第三十四条第一項

第一号若しくは第二号の規定に該当する外

国旅行中に死亡した場合には、当該職員

３―７　（略）

（旅費の種類）

第六条　旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料、食卓料、移転料、扶養親族移転料、旅行雑費、渡航雑費、死亡手当及び災害対策旅費とする。

２―13　（略）
14　災害対策旅費は、災害（災害対策基本法（昭

和三十六年法律第二百二十三号）第二条第一号
に規定する災害をいう。）が発生した場合にお
いて、職員が災害応急対策、災害復旧その他こ
れらに関連する業務のため任命権者が知事と
協議して定める地域（以下「被災地域」という。）
に出張したとき（被災地域に滞在する場合に限
る。）に、定額により支給する。

（外国旅行手当）

第七条　外国旅行のうち第三十八条に規定する

旅行については、前条の旅費に代えて、外国旅
行手当を旅費として支給する。

第十九条　（略）

（災害対策旅費）

第二十条　災害対策旅費の額は、一日につき三千九百七十円とする。

２　災害対策旅費は、被災地域に係る地方公共団

体から災害対策基本法施行令（昭和三十七年

政令第二百八十八号）第十九条に規定する災

害派遣手当を支給される職員には、支給しな

い。

第二十一条・第二十二条　（略）

（災害対策旅費が支給される場合の同一地域内の旅行の旅費）

第二十三条　被災地域内の第十条第一項に規定
する同一地域内における旅行については、第

六条第二項、第三項及び第五項の規定にかか

わらず、鉄道賃、船賃及び車賃は、支給しな
い。ただし、次の各号のいずれかに該当する
場合においては、当該各号に定める額の旅費
を支給する。

一　同一地域において、鉄道百キロメートル、

水路五十キロメートル又は陸路二十五キロ

メートル以上の旅行の場合　第十三条、第十

四条又は第十六条の規定による額の鉄道賃、

船賃又は車賃

二　前号の規定に該当する場合を除くほか、

公務上の必要その他やむを得ない事情によ
り特に多額の鉄道賃、船賃又は車賃を要する
場合で、その実費額が千百円を超える場合　
その超える部分の金額に相当する額の鉄道
賃、船賃又は車賃

２　前項第一号に該当する場合の鉄道、水路又は
陸路にわたる旅行については、鉄道四キロメー
トル、水路二キロメートルをもってそれぞれ陸
路一キロメートルとみなして、同号の規定を適
用する。
第二十四条―第三十条　（略）
（宿泊料）

第三十一条　（略）

２　第二十七条第三号の規定により寝台料金を

支給する場合における旅行中宿泊料の額は、前

項の規定にかかわらず、旅行先の区分に応じた

別表第二の定額の十分の七に相当する額によ

る。

３　（略）

第三十二条―第三十四条　（略）
（旅行雑費）

第三十五条　（略）

２　第三十条第三項の規定により日当を支給す
る場合については、旅行雑費は、支給しない。

第三十六条　（略）

（死亡手当）

第三十七条　（略）

２　（略）

一　職員が出張中に死亡した場合には、大阪市

を当該職員の旧在勤地とみなして第二十五
条第一項第一号の規定に準じて計算した旅

費の額

二　職員が赴任中に死亡した場合には、大阪市

を当該職員の新在勤地とみなして第二十五
条第一項第二号の規定に準じて計算した旅

費の額

３　（略）

一　配偶者が第三十四条第一項第一号の規定

　に該当する旅行中に死亡した場合には、職員

が死亡したものとみなして前項第二号の規

定に準じて計算した額の二分の一に相当す

る額

二　配偶者が第三十四条第一項第二号の規定

に該当する旅行中に死亡した場合には、職員

が死亡したものとみなして前項第一号の規

定に準じて計算した額の二分の一に相当す

る額

４　第二十五条第三項の規定は、第三条第二項第

五号の規定に該当する場合において第一項又

は第二項の規定による死亡手当の支給を受け

る遺族の順位について準用する。

第三十八条　（略）

（管内旅行の旅費）

第三十九条　第二十一条第一項及び第二項本文
の規定は、外国の管内における旅行の旅費につ
いて準用する。

第四十条・第四十一条　（略）

（遺族の旅費）

第四十二条　第三条第二項第六号の規定により
支給する旅費は、職員の旧在勤地から大阪市
までの前職務相当の移転料及び扶養親族移転
料（赴任後宿泊料に相当する部分を除く。）並
びに大阪市を居住地とみなして第二十五条第
四項の規定に準じて計算した旅費とする。この
場合において、同項中「及び車賃」とあるのは、
「、車賃及び食卓料」と読み替えるものとする。
第四十三条―第四十五条　（略）

別表第一　内国旅行の旅費（第十七条、第十八条、
第二十一条、第二十二条関係）　（略）
別表第二　外国旅行の旅費（第三十条―第三十三
条、第三十八条関係）　（略）
	目次

第一章　（略）
第二章　内国旅行の旅費（第十三条―第二十三
条）

第三章　外国旅行の旅費（第二十四条―第四十

条）

第四章　雑則（第四十一条―第四十三条）

附則
（旅費の支給）

第三条　（略）

２　（略）

一―六　（略）

七　外国在勤の職員の配偶者が、当該職員の在

勤地において死亡し、又は第三十二条第一項

第一号若しくは第二号の規定に該当する外

国旅行中に死亡した場合には、当該職員

３―７　（略）

（旅費の種類）

第六条　旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料、食卓料、移転料、扶養親族移転料、旅行雑費、渡航雑費及び死亡手当とする。

２―13　（略）

（外国旅行手当）

第七条　外国旅行のうち第三十六条に規定する

旅行については、前条の旅費に代えて、外国旅
行手当を旅費として支給する。
第十九条　（略）

第二十条・第二十一条　（略）

第二十二条―第二十八条　（略）
（宿泊料）

第二十九条　（略）

２　第二十五条第三号の規定により寝台料金を

支給する場合における旅行中宿泊料の額は、前
項の規定にかかわらず、旅行先の区分に応じた
別表第二の定額の十分の七に相当する額によ
る。

３　（略）
第三十条―第三十二条　（略）
（旅行雑費）

第三十三条　（略）

２　第二十八条第三項の規定により日当を支給

する場合については、旅行雑費は、支給しない。
第三十四条　（略）

（死亡手当）

第三十五条　（略）

２　（略）

一　職員が出張中に死亡した場合には、大阪市

を当該職員の旧在勤地とみなして第二十三

条第一項第一号の規定に準じて計算した旅

費の額

二　職員が赴任中に死亡した場合には、大阪市

を当該職員の新在勤地とみなして第二十三

条第一項第二号の規定に準じて計算した旅

費の額
３　（略）

一　配偶者が第三十二条第一項第一号の規定

　に該当する旅行中に死亡した場合には、職員

が死亡したものとみなして前項第二号の規

定に準じて計算した額の二分の一に相当す

る額

二　配偶者が第三十二条第一項第二号の規定

に該当する旅行中に死亡した場合には、職員

が死亡したものとみなして前項第一号の規

定に準じて計算した額の二分の一に相当す

る額

４　第二十三条第三項の規定は、第三条第二項第

五号の規定に該当する場合において第一項又

は第二項の規定による死亡手当の支給を受け

る遺族の順位について準用する。
第三十六条　（略）

（管内旅行の旅費）

第三十七条　第二十条第一項及び第二項本文の

規定は、外国の管内における旅行の旅費につい

て準用する。
第三十八条・第三十九条　（略）

（遺族の旅費）

第四十条　第三条第二項第六号の規定により支

給する旅費は、職員の旧在勤地から大阪市まで

の前職務相当の移転料及び扶養親族移転料（赴

任後宿泊料に相当する部分を除く。）並びに大

阪市を居住地とみなして第二十三条第四項の

規定に準じて計算した旅費とする。この場合に

おいて、同項中「及び車賃」とあるのは、「、

車賃及び食卓料」と読み替えるものとする。
第四十一条―第四十三条　（略）

別表第一　内国旅行の旅費（第十七条、第十八条、
第二十条、第二十一条関係）　（略）
別表第二　外国旅行の旅費（第二十八条―第三十
一条、第三十六条関係）　（略）

	
	


附　則
（施行期日等）

１　この条例は、公布の日から施行し、平成二十八年十月二十一日から適用する。

（平成二十八年熊本地震に係る災害応急対策等のために出張する職員の旅費の特例に関する条例の廃止）

２　平成二十八年熊本地震に係る災害応急対策等のために出張する職員の旅費の特例に関する条例（平成二十八年大阪府条例第七十二号）は、廃止する。
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